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平成３１年２月２７日判決言渡  

平成２７年（行ウ）第２８８号 保険金等還付請求事件（甲事件） 

平成２７年（ワ）第１０６５９号 ファックス送信費用等請求事件（乙事件） 

平成２８年（行ウ）第１７２号 保険金等還付金等請求事件（丙事件） 

主 文 5 

１ 甲事件に係る訴えのうち，再計算の義務付けを求める部分及び納付誓約書

の無効確認を求める部分をいずれも却下する。 

２ 被告は，原告に対し，１万３１７５円を支払え。 

３ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

４ 訴訟費用は，これを１０分し，その９を原告の負担とし，その余は被告の10 

負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 甲事件 

 ⑴ 被告は，原告に対し，２６４万４６６４円及びこれに対する平成２７年１15 

１月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

⑵ 厚生労働大臣は，原告の健康保険料，厚生年金保険料及び児童手当拠出金

（以下「保険料等」と総称する。）に係る延滞金について，原告の届出等に

より減額された保険料等を元金として再計算せよ。 

⑶ 厚生労働大臣は，原告の届出等により過納となった保険料等を，当該保険20 

料等が納付された日の翌日から６箇月以内の期日に納付されるべき保険料等

に充当して再計算せよ。 

⑷ 原告が平成２７年７月３０日に作成した吹田年金事務所長宛ての納付誓約

書が無効であることを確認する。 

２ 乙事件 25 

  被告は，原告に対し，１２万円及びこれに対する平成２７年１１月１０日か
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ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 丙事件 

  被告は，原告に対し，１００万円及びこれに対する平成２７年１１月１０日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 5 

 １ 事案の概要 

   原告が，日本年金機構（以下「機構」という。）吹田年金事務所（日本年金

機構法（平成１９年法律第１０９号）施行前の旧吹田社会保険事務所に相当す

る。以下，同法施行による改称の前後を通じて「吹田年金事務所」という。）

に対し，平成２７年６月２日，原告代表者の役員報酬が平成１８年１月以降減10 

額されていた旨の届出をしたところ，①吹田年金事務所から，同年４月以降の

健康保険及び厚生年金保険に係る原告代表者の標準報酬月額につき遡って減額

改定を受け（以下「本件改定」という。），歳入徴収官である厚生労働省年金

局事業管理課長（以下「事業管理課長」という。）から，②平成２７年７月２

２日，保険料等を減額更正する処分を受け（以下「本件旧処分」という。），15 

③同年８月２６日，本件旧処分により発生した平成１８年４月分以降の保険料

等に係る過納金２６７万１６０６円（以下「本件過納金」という。）の還付を

受けた一方，④吹田年金事務所から，平成２７年７月３０日時点における原告

の平成１７年１１月分から平成２５年１２月分までの保険料等に係る延滞金（以

下「本件延滞金」という。）が合計９３万１１９２円に及ぶ旨の通知を受ける20 

などした。 

   本件は，原告が，本件過納金の処理，本件延滞金の計算方法及び吹田年金事

務所の職員の対応に違法があるなどと主張して，被告に対し，次の請求をする

事案である。 

  ⑴ 甲事件 25 

ア 事業管理課長は，原告が納付した保険料等について発生した過納金のう



3 

 

ち６０万４６６４円を原告に無断で原告の未納保険料等及び本件延滞金に

充当処理したとして，国家賠償法１条１項に基づき，前記同額及び慰謝料

１万円並びに遅延損害金の支払を求める請求（以下「本件国賠請求①」と

いう。）（後記争点⑷） 

イ 原告は，吹田年金事務所の職員であるＡ（以下「本件職員」という。）5 

から，本件過納金を還付する条件として，未納保険料等４万円の納付を強

要されたから，この納付は無効であるとして，不当利得返還請求権に基づ

き，同額の支払を求める請求（以下「本件不当利得返還請求」という。）

（後記争点⑸） 

ウ 主位的に行政事件訴訟法（以下「行訴法」という。）３条６項１号所定10 

の義務付けの訴えとして，予備的に通常の民事訴訟として，本件改定等に

より減額された保険料等を元金として本件延滞金の額を再計算すべき旨を

命ずることを求める請求（以下，これらの請求に係る訴えを「本件義務付

けの訴え①」と総称する。）（後記争点⑴） 

エ 主位的に行訴法３条６項１号所定の義務付けの訴えとして，予備的に通15 

常の民事訴訟として，健康保険法１６４条２項等により，本件改定等によ

って過納となった保険料等を，当該保険料等が納付された日の翌日から６

箇月以内の期日に納付されるべき保険料等に充当して再計算すべき旨を命

ずることを求める請求（以下，これらの請求に係る訴えを「本件義務付け

の訴え②」と総称する。）（後記争点⑵） 20 

オ 被告は本件過納金を還付するに当たり還付加算金又は民法７０４条前段

所定の利息を付加すべきであったとして，１００万円の支払を求める請求

（後記争点⑹） 

カ 原告は，本件職員から，本件過納金を還付する条件として，未納保険料

等の支払を約束する旨の誓約書（以下「本件誓約書」という。）を書くこ25 

とを強要されたものであり，本件誓約書は強要罪に該当する違法な行為に



4 

 

より作成されたものであるから無効であるとして，本件誓約書が無効であ

ることの確認を求める請求（以下「本件確認の訴え」という。）（後記争

点⑶） 

キ 本件職員による前記カの違法行為により精神的苦痛を被ったとして，国

家賠償法１条１項に基づき，慰謝料９９万円及び遅延損害金の支払を求め5 

る請求（以下「本件国賠請求②」という。）（後記争点⑺） 

  ⑵ 乙事件 

    原告は，吹田年金事務所の職員から，未納保険料等を支払った旨をファッ

クスで連絡するよう指示されたとして，民法４８５条ただし書に基づき，フ

ァックス送信費用合計１２万円の支払を求める請求（後記争点⑻） 10 

  ⑶ 丙事件 

事業管理課長が，健康保険法１６４条２項等を適用して，本件改定等によ

って過納となった保険料等を，遡って当該保険料等が納付された日の翌日か

ら６箇月以内の期日に納付されるべき保険料等に充当すべきであったにもか

かわらず，これをしなかったことによって，本来発生すべき延滞金よりも多15 

額の延滞金が発生することとなり，原告が延滞金減少相当額１００万円の損

害を被ったと主張して，国家賠償法１条１項に基づく損害賠償として，同額

の支払を求める請求（後記争点⑼） 

２ 関係法令の定め 

関係法令の定めは，別紙「関係法令の定め」記載のとおりである（同別紙中20 

で定めた略称は，以下においても同様に用いる。）。 

３ 前提事実（争いのない事実，顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨

により容易に認められる事実） 

⑴ 当事者等 

原告は，書籍，ビデオテープ，ＣＤの製作等を目的とする会社であり，吹25 

田年金事務所に対し，平成１７年１１月１日付けで健康保険法及び厚生年金



5 

 

保険法の適用事業所となった旨及び原告代表者の役員報酬が月額２０万円で

ある旨の届出をした。（乙１０，１１） 

⑵ 本件改定等 

ア 吹田年金事務所は，原告代表者の役員報酬が２０万円であることを前提

に，原告代表者の標準報酬月額を決定し，事業管理課長は，平成１７年１5 

１月分から，毎月，原告に対し，前記のとおり決定された標準報酬月額に

基づき算出した保険料等につき，納入の告知をした（以下「本件納入告知」

という。健康保険法１８３条，厚生年金保険法８９条，国税通則法３６条，

児童手当法２２条１項，子ども・子育て支援法７１条１項）。これに対し

て，原告は，同月分から保険料等を恒常的に滞納するようになり，吹田年10 

金事務所は，平成２７年６月２日時点における原告の平成１７年１１月分

から平成２７年４月分までの保険料等に係る未納金及び延滞金の合計につ

き，１５３万４８５６円（未納金６４万３１５６円，延滞金８９万１７０

０円）と算出していた。（乙３） 

イ 原告は，平成２７年６月２日，平成１８年１月から同年３月までの原告15 

代表者の役員報酬が５万円であった旨の「健康保険・厚生年金保険被保険

者報酬月額変更届」を吹田年金事務所に提出した（乙１）。これを受けて，

吹田年金事務所は，健康保険法４３条１項及び厚生年金保険法２３条１項

に基づき，原告代表者の平成１８年４月から同年８月までの標準報酬月額

を健康保険及び厚生年金保険についていずれも２０万円から９万８０００20 

円に改定した（乙３）。 

また，原告は，平成２７年６月２日，平成１８年度から平成２６年度ま

での原告代表者の役員報酬が５万円であった旨の「健康保険・厚生年金保

険被保険者報酬月額算定基礎届」を吹田年金事務所に提出した（乙１）。

これを受けて，吹田年金事務所は，健康保険法４１条１項及び厚生年金保25 

険法２１条１項に基づき，原告代表者の平成１８年９月以降の標準報酬月
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額を健康保険及び厚生年金保険についていずれも２０万円から９万８００

０円に改定した（乙３）。 

吹田年金事務所は，平成２７年６月１１日，原告に対し，前記のとおり

原告代表者の平成１８年４月以降の標準報酬月額を改定した旨（本件改定）

を通知した。（乙１３） 5 

⑶ 原告に対する超過保険料等の通知 

事業管理課長は，平成１８年４月に遡って健康保険及び厚生年金保険に係

る原告代表者の標準報酬月額が減額改定された（本件改定）ことから，本件

納入告知に係る保険料等の額（原告から実際に納付された額ではない。）と，

本件改定後の標準報酬月額を基に算出される保険料等の額との差額を各納付10 

対象月について算出し，積算したところ，平成１８年４月から平成２７年４

月までの間の前記差額（以下「超過保険料等」という。）は，３２９万９３

６５円（健康保険料１５１万４１２３．２円，厚生年金保険料１７７万０５

２４．１６円，児童手当拠出金１万４７１８．６０円のそれぞれにつき，円

未満を切り捨てた上で合計した額）となった。 15 

そこで，事業管理課長は，平成２７年６月２２日付けで，健康保険法１６

４条２項，厚生年金保険法８３条２項等を適用して，前記の超過保険料等の

うち合計２万３０９４円（健康保険料５８２３．２円，厚生年金保険料１万

７１２４．５２円，児童手当拠出金１４７円のそれぞれにつき，円未満を切

り捨てた上で合計した額）に関する納付を，同年５月分の保険料等について20 

納期を繰り上げてしたものとみなす充当整理をした（以下「本件充当整理」

という。）上，同年６月２２日付けで，原告に対し，原告代表者の報酬月額

変更届が遡って提出されたため，本件充当整理をしたので，同年５月分につ

いては納入告知書を発行しない旨を通知した。この通知書には，本件充当整

理の結果，超過保険料等が合計３２７万６２７０円（健康保険料１５０万８25 

３００円，厚生年金保険料１７５万３３９９．６４円，児童手当拠出金１万
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４５７１．６０円のそれぞれにつき，円未満を切り捨てた上で合計した額）

となった旨も記載されていた。（甲１） 

⑷ 本件旧処分等 

事業管理課長は，平成２７年７月２２日付けで，本件改定に伴って保険料

等を減額更正する処分をしたが（本件旧処分），その際，①平成１８年４月5 

から平成２７年５月までの期間に関し，当該期間の全ての月について保険料

等の額を本件改定後の標準報酬月額を基に算出し直すのではなく，直近の納

付対象月から順次遡って，保険料等の納付義務全額を消滅させる（納付すべ

き保険料等の額を零に減額する。）などという処理を，その減額分が超過保

険料等の額（本件充当整理後のもの）に満つるまで行う一方，②本件旧処分10 

以前に発生したものとして取り扱われていた延滞金に関しては，本件改定に

伴う保険料等の減額に対応した減額の措置を講じないものとした。その結果，

事業管理課長は，原告の当該期間の保険料等に係る過納金（本件過納金）に

つき，合計２６７万１６０６円（健康保険料１２５万６４２８円，厚生年金

保険料１４０万３４０７円，児童手当拠出金１万１７７１円）と算出し，原15 

告に対し，本件過納金を還付するので請求書により請求されたい旨を通知し

た（以下「本件通知」という。）。（甲２，乙３，弁論の全趣旨） 

⑸ 原告の還付請求等 

   ア 原告は，平成２７年７月３０日，吹田年金事務所において，本件過納金

の還付を請求した。（乙４） 20 

   イ 原告は，平成２７年７月３０日，①吹田年金事務所において，未納保険

料等及び延滞金として４万円を納付するとともに（以下「本件納付」とい

う。），②吹田年金事務所から，本件旧処分及び本件納付の結果，平成２

７年７月３０日時点における原告の平成１７年１１月分から平成２５年１

２月分までの保険料等に係る延滞金が合計９３万１１９２円（そのうち，25 

平成１８年４月から平成２５年１２月までの期間に係る延滞金は，８４万
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２７００円）に及ぶ旨告げられ，これを２年間で完済することなどを約束

する旨の納付誓約書（本件誓約書）を吹田年金事務所の所長宛てに提出し

た。（甲４，９） 

   ウ 原告は，平成２７年８月２６日，本件過納金（２６７万１６０６円）の

還付を受けた。（乙５） 5 

  ⑹ 本件訴訟の提起等（顕著な事実） 

ア 原告は，平成２７年９月１日，本件訴訟（甲事件のうち本件義務付けの

訴え②を除くもの及び乙事件）を提起した。 

イ 原告は，平成２８年６月３日，本件義務付けの訴え②及び丙事件に係る

訴えを追加する旨の訴えの追加的変更をした。 10 

  ⑺ 事業管理課長による新たな処分（乙２０，２１） 

    事業管理課長は，平成３０年９月２８日付けで，本件充当整理及び本件旧

処分等を取り消し，改めて平成１８年４月から平成２７年５月までの期間の

保険料等を減額更正する処分をした（以下「本件新処分」という。）。その

概要は，①当該期間の全ての月について，保険料等の額を本件改定後の標準15 

報酬月額を基に算出し直すとともに，②本件旧処分以前に発生したものとし

て取り扱われていた延滞金に関しても，本件改定に伴う保険料等の減額に対

応した減額の措置を講ずる（減額後の保険料等の額を基礎として算出し直す。）

というものであった。 

本件新処分の結果，事業管理課長は，①原告の当該期間の保険料等に係る20 

過納金（本件過納金）につき，合計２６７万１７５０円（健康保険料１２５

万６４９０円，厚生年金保険料１４０万３４６２円，児童手当拠出金１万１

７９８円）と算出し（本件旧処分のそれから１４４円増加），平成３０年９

月２８日付けで，当該増加額（１４４円）を平成２７年１０月分の保険料等

に充当し，②また，本件新処分の結果，原告の平成１８年４月から平成２５25 

年１２月までの期間の保険料等に係る延滞金につき，合計４５万１１００円
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（健康保険料に係る延滞金１３万２１００円及び厚生年金保険料に係る延滞

金３１万９０００円の合計額。当該期間の保険料等に係る延滞金額につき平

成２７年７月３０日に算出した当該合計額（前記⑸イ）と比べると，３９万

１６００円〔84 万 2700 円-45 万 1100 円=39 万 1600 円〕の減少）と算出した。 

３ 争点 5 

【甲事件関係】 

⑴ 本件義務付けの訴え①の適法性（前記事案の概要⑴ウ） 

⑵ 本件義務付けの訴え②の適法性（前記事案の概要⑴エ） 

⑶ 本件確認の訴えの適法性（前記事案の概要⑴カ） 

⑷ 事業管理課長が超過保険料等のうち６０万４６６４円につき違法な充当処10 

理をしたか否か（本件国賠請求①関係）（前記事案の概要⑴ア） 

⑸ 本件納付は無効か否か（本件不当利得返還請求関係）（前記事案の概要⑴

イ） 

⑹ 被告における本件過納金に係る還付加算金又は民法７０４条前段所定の利

息の支払義務の有無及びその額（前記事案の概要⑴オ） 15 

⑺ 本件職員の原告に対する違法行為の有無及びこれに関する被告の国家賠償

法上の責任の有無（本件国賠請求②関係）（前記事案の概要⑴キ） 

【乙事件関係】 

⑻ 原告が年金事務所に領収証書をファックス送信するのに要した費用につい

て民法４８５条ただし書が適用されるか否か（前記事案の概要⑵） 20 

【丙事件関係】 

⑼ 過納保険料等を遡ってその納付された日の翌日から６箇月以内の期日に納

付されるべき保険料等に充当しなかった事業管理課長の措置が違法か否か（前

記事案の概要⑶） 

４ 争点に関する当事者の主張の要旨 25 

  ⑴ 争点⑴（本件義務付けの訴え①の適法性） 
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  （原告の主張の要旨） 

   ア 健康保険法等は延滞金の額を減額更正前の保険料の額に基づいて計算す

ることを当然に求めているものではないから，本件延滞金の再計算には処

分性があるというべきである。 

   イ 原告代表者の体調不良のため，原告の業績は非常に悪く，原告代表者が5 

生活するのが精一杯の状態である。そうすると，本件延滞金の再計算がさ

れずに１００万円の延滞金支払義務が生ずることは，原告にとって重大な

損害である。 

   ウ 報酬月額が減少した場合に延滞金が発生している納付対象月分の保険料

等の納付義務については減少させない処理は，政府部内でも批判されてい10 

るところであり，そうであるにもかかわらず，前記の処理を改めないのは，

法令上，他に手段がないからである。したがって，本件義務付けの訴え以

外には原告の損害を避けるために適切な手段がないというべきである。 

  （被告の主張の要旨） 

   ア 保険料等の延滞金は，滞納した保険料等に納期限の翌日から保険料完納15 

又は財産差押えの前日までの日数に年１４．６％の利率を乗じて機械的に

算出されるものであり，その確定には特別な手続を要しない。そうすると，

延滞金の計算自体は，行訴法３条２項の規定する「行政庁の処分その他公

権力の行使に当たる行為」とはいえない。 

   イ 原告が本件義務付けの訴え①で求めている延滞金の計算がされないこと20 

によって生ずるおそれのある損害は，原告の主張によっても１００万円程

度であり，金銭による賠償によって事後的に十分回復が可能なものである

から，本件義務付けの訴え①で求めている延滞金の計算がされないことに

より原告に重大な損害が生ずるおそれがあるということはできない。 

   ウ 原告は，被告の行った延滞金の計算が違法であり，その額が過大である25 

場合には，延滞金納付義務不存在確認の訴え等により延滞金納付義務の存
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否を争うことができるから，本件義務付けの訴え①以外に原告の損害を避

けるために適切な方法がないということはできない。 

   エ 以上のとおり，本件義務付けの訴え①は不適法である。 

  ⑵ 争点⑵（本件義務付けの訴え②の適法性） 

  （原告の主張の要旨） 5 

   ア 本件改定等によって過納となった保険料等を，当該保険料等が納付され

た日の翌日から６箇月以内の期日に納付されるべき保険料等に充当して再

計算すれば，本件延滞金の額が１００万円以上減少する。 

   イ 前記⑴（原告の主張の要旨）ウと同じ。 

  （被告の主張の要旨） 10 

   ア 過納保険料等については，機構において，過納保険料等の金額の計算を

行い，その後，事業管理課長名義でこれを保険料等の納付義務者に通知す

ることによって初めて，保険料等の納付義務者において事業管理課長が認

定した過納保険料等に対する還付請求等が可能となることからすると，過

納保険料等の金額を計算する行為は，前記の通知の前提となる内部行為に15 

すぎず，処分性を有しないというべきである。 

   イ 原告が本件義務付けの訴え②で求めている延滞金の計算がされないこと

によって生ずるおそれのある損害は，原告の主張によっても１００万円程

度であり，金銭による賠償によって事後的に十分回復が可能なものである

から，本件義務付けの訴え②で求めている延滞金が計算されないことによ20 

り原告に重大な損害が生ずるおそれがあるということはできない。 

   ウ 原告が，保険料等の過誤納金や還付金の金額に不服がある場合，保険料

等の還付金請求訴訟等により争うことができるから，本件義務付けの訴え

②以外に原告の損害を避けるために適切な方法がないということはできな

い。 25 

   エ 以上のとおり，本件義務付けの訴え②は不適法である。 
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⑶ 争点⑶（本件確認の訴えの適法性） 

  （原告の主張の要旨） 

本件確認の訴えは適法である。 

  （被告の主張の要旨） 

本件誓約書により証明される法律関係が現在の原告の権利又は法律上の地5 

位に関わり，本件誓約書の有効性が不明確であることだけによって原告の権

利又は法的地位に危険・不安を生じており，被告との間で判決によって本件

誓約書が無効であるか否かが確認されればその危険・不安が解消されると期

待されるような事情はないから，本件確認の訴えには確認の利益がない。 

⑷ 争点⑷（事業管理課長が超過保険料等のうち６０万４６６４円につき違法10 

な充当処理をしたか否か） 

  （原告の主張の要旨） 

    事業管理課長が平成２７年６月２２日付けで原告に対して通知した「納入

告知書不発行通知書」では，同年５月分に充当整理した後の超過保険料等の

額が３２７万６２７０円とされているのに対し，事業管理課長が同年７月２15 

２日付けで原告に対して通知した「過誤納額還付通知書」では，還付金額が

２６７万１６０６円となっており，前記各金額の差額である６０万４６６４

円は，事業管理課長が，原告の当時の未納保険料等及び延滞金に充当したも

のである。しかし，この充当処理は，原告に無断で行われた違法な充当処理

である。 20 

  （被告の主張の要旨） 

    事業管理課長は，超過保険料等のうち６０万４６６４円について，その納

付義務を消滅させたにすぎず，過納金を充当整理したものではない。 

⑸ 争点⑸（本件納付は無効か否か） 

（原告の主張の要旨） 25 

原告は，平成２７年７月３０日，本件職員から，本件過納金を還付する条



13 

 

件として本件納付を強要されたから，本件納付は無効である。 

（被告の主張の要旨） 

本件職員が原告に対して本件納付を強要したことはないから，本件納付は

有効である。 

⑹ 争点⑹（被告における本件過納金に係る還付加算金又は民法７０４条前段5 

所定の利息の支払義務の有無及びその額） 

 （原告の主張の要旨） 

  ア 被告は，国税通則法５８条に基づき，過納保険料等に対する年７．３％

の割合による還付加算金の支払義務を負う。 

  イ 被告は，本件過納金の発生を知っていたから，悪意の受益者として，民10 

法７０４条前段所定の利息の支払義務を負う。     

ウ 被告は，原告に対し，国税通則法５８条所定の還付加算金又は民法７０

４条前段所定の利息として，少なくとも１００万円を支払うべきである。 

 （被告の主張の要旨） 

  ア 健康保険法及び厚生年金保険法は，還付金等に対する還付加算金や利息15 

について一切規定していない。また，前記各法は，「徴収」する行為と「還

付」する行為を明確に区別した上で，「徴収」についてのみ国税徴収の例

によることとしており（健康保険法１８３条，厚生年金保険法８９条），

「還付」について国税通則法を準用又は類推適用する余地はない。 

  イ 保険料等の還付金等は公法上の不当利得の性質を有するから，民法７０20 

３条及び７０４条は適用されない。 

    保険料等の還付は，保険料等の徴収手続という権力的な公法的手続の過

程において生じたものであること，保険料等の還付を受ける権利は会計法

３１条が適用されることからすれば，保険料等の還付の法的性質は，公法

上の不当利得たる性質を有するものと解され，私人間の経済的利害の調整25 

を目的とする民法上の不当利得の性質を有するものではないと解される。 
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ウ 保険料等の還付に当たって利息を付す義務があるか否かは，健康保険法

及び厚生年金保険法の規定やその趣旨等を勘案して判断すべきである。そ

して，保険料の前納について定める健康保険法１６５条には，前納した保

険料の還付に当たって利息を付する旨の規定がなく，同法施行令５１条１

項は，前納に係る期間の経過前において任意継続被保険者がその資格を喪5 

失した場合，前納した保険料のうち未経過期間に係るものを還付する旨規

定し，その還付額を定める同条２項は，利息について何ら規定していない。

また，健康保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条２項によれば，

保険者等は，最長６箇月間過誤納保険料を保持することになるため，立法

政策上，前記各規定をその間に利息が生ずることを前提とした規定とする10 

ことも考えられるが，前記各規定は，過誤納保険料の元本のみを充当する

規定となっている。 

    以上によれば，健康保険法及び厚生年金保険法上，保険料の還付に当た

って利息を付することは想定されていないというべきである。 

  エ 仮に，保険料等の還付について民法の不当利得に関する規定が適用され15 

るとしても，①原告は，約１０年間にわたって報酬月額変更届の提出義務

（健康保険法施行規則２６条１項，厚生年金保険法施行規則１９条１項）

を怠り，変更前の報酬月額を前提とした保険料等を一部納付したり，債務

を承認したりしていたものであるから，民法７０５条の類推適用又は権利

の濫用（同法１条３項）により，原告が利息の支払を求めることは許され20 

ないものというべきであるし，②本件において保険料等の還付請求権が発

生したのは本件旧処分がされた平成２７年７月２２日であるから，事業管

理課長は，同日までは民法７０４条所定の「悪意の受益者」に当たらない。 

  オ また，仮に，保険料等の還付について民法７０４条が適用されるとして

も，本件過納金は原告が報酬月額変更届の提出義務を怠ったことを原因と25 

して生じたものであり，被告は原告の誤った行為を解消するための負担を
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一方的に負うものであることなどからすると，本件通知は，信義則上，弁

済の提供（民法４９３条ただし書）に当たるというべきであるから，本件

通知の後は法定利息が発生していない。 

⑺ 争点⑺（本件職員の原告に対する違法行為の有無及びこれに関する被告の

国家賠償法上の責任の有無） 5 

  （原告の主張の要旨） 

    本件職員は，平成２７年７月３０日，原告に対し，本件過納金を還付する

条件として本件誓約書を書くように強要し，これにより，原告は多大な精神

的苦痛を被った。被告は，本件職員の当該違法行為につき，国家賠償法１条

１項に基づく損害賠償責任を負う。 10 

  （被告の主張の要旨） 

機構は，被告から公的年金に係る一連の運営事務を委任・委託された公共

団体（国家賠償法１条１項）であり，機構の業務を分掌する年金事務所にお

いて職員が行っている保険料等の徴収事務に係る行為は，公共団体である機

構の公権力の行使に当たるから，機構の職員の違法行為について被告が国家15 

賠償法上の責任を負う余地はない。この点を措いても，本件職員が，原告に

対して，本件誓約書を作成するよう強要したことはない。 

⑻ 争点⑻（原告が年金事務所に領収証書をファックス送信するのに要した費

用について民法４８５条ただし書が適用されるか否か） 

（原告の主張の要旨） 20 

原告は，吹田年金事務所の職員から，未納保険料等を納付したときにはそ

の領収証書をファックスで連絡するよう指示を受け，５年間にわたり毎月１

回これを行ってきた。この連絡を行うために要する費用は１回当たり２００

０円であり，５年間で合計１２万円を要した。この費用は，民法４８５条所

定の「弁済の費用」に当たり，債権者である国によって増加させられたもの25 

であるから，同条ただし書が適用される。 
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（被告の主張の要旨） 

原告が，滞納した保険料等を納付書により納付した際に吹田年金事務所に

その領収証書をファックスで送信したことはあるが，それは吹田年金事務所

の職員の指示によるものではなく，原告の申出によるものである。また，前

記領収証書のファックス送信は平成２６年８月から平成２７年３月までの間5 

に６回行われたにすぎない。原告の主張する費用は民法４８５条所定の「弁

済の費用」に当たらないし，債権者である国によって増加させられたもので

もない。 

  ⑼ 争点⑼（過納保険料等を遡ってその納付された日の翌日から６箇月以内の

期日に納付されるべき保険料等に充当しなかった事業管理課長の措置が違法10 

か否か） 

  （原告の主張の要旨） 

   ア 健康保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条２項等によれば，事

業管理課長は，遡って過納保険料等が発生した場合，これを当該過納保険

料等が納付された日の翌日から６箇月以内の期日に納付されるべき保険料15 

等に充当すべきである（例えば，平成１８年頃のある月に納付された保険

料等が遡って過納となった場合，この過納保険料等を当該納付月の翌月に

納付されるべき保険料等に充当すべきである。）。しかるに，事業管理課

長は，これと異なる充当処理を行ったものであり，この処理は違法である。 

   イ 厚生年金保険法８３条等は同法８９条等にいう「別段の規定」に当たる20 

から，国税通則法５７条等は準用されない。 

  （被告の主張の要旨） 

   ア 健康保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条２項は，通常の納付

の過程で軽微な過誤納付が生じた場合に，一旦還付して再度納付を求める

という手間を省略するため，将来６箇月以内の期日に納付されるべき保険25 

料等に充当することができる旨を定めた規定であり，過去に遡って保険料
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等の額が減額となった場合に適用されることを想定したものではないと解

される。この場合には，健康保険法１８３条及び厚生年金保険法８９条に

おいて準用する国税通則法５７条に基づき充当すべきであると解される。 

     よって，健康保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条等を適用し

なかったことについて，国家賠償法上の違法はない。 5 

   イ 国税通則法５７条１項は，還付金等がある場合において，その還付を受

けるべき者につき未納国税があるときは，還付金等を当該未納国税に充当

しなければならない旨規定し，同条２項は，同条１項の規定による充当が

あった場合には，政令（国税通則法施行令２３条１項）で定める「充当を

するのに適することとなった時」（充当適状）に，その充当をした還付金10 

等に相当する額の国税の納付があったものとみなす旨規定する。そして，

同項は，充当適状について，充当に係る国税の法定納期限と還付金等が生

じた時とのいずれか遅い時である旨規定するところ，ここにいう還付金等

が生じた時とは，減額更正処分があった時である。 

     また，国税通則法３２条５項において準用する同法２９条２項は，既に15 

確定した納付すべき税額を減少させる更正は，その更正により減少した税

額に係る部分以外の部分の国税についての納税義務に影響を及ぼさない旨

規定している。 

     前記各規定は，健康保険法１８３条及び厚生年金保険法８９条において

準用されるから，本件において充当適状が生じ，過納保険料等に相当する20 

額の未納保険料等の納付があったものとみなされるのは，本件旧処分がさ

れた時点であり，同時点までは，滞納保険料等に対する延滞金が発生して

いたものである。 

     したがって，原告の主張は理由がない。 

第３ 当裁判所の判断 25 

１ 争点⑴（本件義務付けの訴え①の適法性），同⑵（本件義務付けの訴え②の適
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法性）について 

⑴ 本件義務付けの訴え①・②のうち各主位的請求に係る訴えは，いずれも行

訴法３条６項１号のいわゆる非申請型の義務付けの訴えであるから，原告が

義務付けを求める行為がされないことにより原告に重大な損害を生ずるおそ

れがあることが訴訟要件となる（行訴法３７条の２第１項）。そして，この5 

重大な損害が生ずるか否かを判断するに当たっては，損害の回復の困難の程

度を考慮し，損害の性質及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案するこ

ととなる（同条２項）。 

  これを本件についてみると，原告の主張によれば，本件義務付けの訴え①・

②において原告が義務付けを求める行為がされないことにより原告に生ずる10 

おそれのある損害は，合計２００万円の利益が得られなくなるという経済的

な損害である上，この２００万円の利益は，滞納した保険料等に係る延滞金

支払義務が減少するというものであり，何らかの積極財産の増加をいうもの

ではない。このような原告の主張する損害の性質及び程度からすれば，原告

の主張する損害が事後的な金銭による回復が困難とはいえないから，本件義15 

務付けの訴え①・②において原告が義務付けを求める行為がされないことに

より原告に重大な損害が生ずるおそれがあるとはいえない。 

そうすると，本件義務付けの訴え①・②のうち各主位的請求に係る訴えは，

いずれも訴訟要件を欠くため不適法である。 

⑵ 本件義務付けの訴え①・②のうち各予備的請求に係る訴えは，通常の民事20 

訴訟として延滞金及び保険料等の額の再計算の義務付けを求めるものである

が，そのような形成の訴えを認める規定はないから，いずれも不適法である。 

２ 争点⑶（本件確認の訴えの適法性）について 

確認の利益は，判決をもって法律関係の存否等を確定することが，その法律

関係に関する法律上の紛争を解決し，当事者の法律上の地位ないし利益が害さ25 

れる危険を除去するために必要，適切である場合に認められる。しかるに，被
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告は，飽くまで本件納入告知に基づく保険料等に係る延滞金の納付を求めてい

るのであって，本件誓約書に記載された内容の合意に基づいて金員の支払を求

めているものではないから，本件誓約書が有効であるか否かを確定することが，

原告の法律上の地位ないし利益が害される危険を除去するために必要であると

も適切であるともいうことができない。 5 

したがって，本件確認の訴えは，確認の利益を欠くもので，不適法である。 

３ 争点⑷（事業管理課長が超過保険料等のうち６０万４６６４円につき違法な

充当処理をしたか否か）について 

原告は，事業管理課長が平成２７年６月２２日付けで原告に対して通知した

「納入告知書不発行通知書」では，同年５月分に充当整理した後の超過保険料10 

等の額が３２７万６２７０円とされているのに対し，事業管理課長が同年７月

２２日付けで原告に対して通知した「過誤納額還付通知書」では，還付金額が

２６７万１６０６円となっており，前記各金額の差額である６０万４６６４円

は，事業管理課長が，当時の原告の未納保険料等及び延滞金に充当したもので

あると主張する。 15 

   しかしながら，前記前提事実⑶によれば，超過保険料等は，過去に納入の告

知をした保険料等の額（納付された保険料等の額ではなく，納付義務があると

定められた額である。）と，変更後の標準報酬月額を基に算出される保険料等

の額との差額を各納付対象月について算出し，積算したものである。他方，還

付金は，原告が保険料等を納付した納付対象月についてのみ生じ，原告が保険20 

料等を納付しなかった納付対象月については生じない。そこで，原告が保険料

等を納付しなかった納付対象月については保険料等の納付義務が消滅したにと

どまり，その消滅した額が６０万４６６４円であったものである。 

したがって，事業管理課長が原告の還付金６０万４６６４円を違法に充当処

理した事実は存在しないから，原告の前記主張は採用することができない。 25 

４ 争点⑸（本件納付は無効か否か）について 
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原告は，平成２７年７月３０日，本件職員から，本件過納金を還付する条件

として本件納付を強要されたから，本件納付は無効であると主張する。 

しかしながら，本件職員が原告に未納保険料等及び延滞金の納付を強要した

事実を認めるに足りる客観的かつ的確な証拠はない。 

したがって，原告の前記主張は採用することができない。 5 

５ 争点⑹（被告における本件過納金に係る還付加算金又は民法７０４条前段所

定の利息の支払義務の有無及びその額）について 

⑴ 本件過納金に対する国税通則法５８条の適用等の可否について 

健康保険法１８３条は，保険料等は，健康保険法に別段の規定があるもの

を除き，国税徴収の例により徴収する旨を，厚生年金保険法８９条は，保険10 

料その他厚生年金保険法の規定による徴収金は，同法に別段の規定があるも

のを除き，国税徴収の例により徴収する旨をそれぞれ規定するところ，還付

は徴収とは性質を異にするものであるから，前記各規定により還付に関する

国税通則法の規定が準用されると解することはできないし，これを類推適用

すべき根拠も見当たらない（なお，充当に関する同法５７条は，同法第５章15 

「国税の還付及び還付加算金」中の規定であるものの，還付請求権の根拠規

定ではなく，還付請求権の存在を前提として，徴収の一方法として相殺類似

の処理を認める規定であるから，準用されるものと解される。）。 

したがって，被告が，国税通則法５８条に基づき，過納保険料等に対する

年７．３％の割合による還付加算金の支払義務を負う旨の原告の主張は採用20 

することができない。 

⑵ 本件過納金に対する民法７０３条及び７０４条前段の適用等の可否等につ

いて 

ア(ｱ) 適法に納付又は徴収が行われた保険料等について，国が保有する正当

な理由がなくなった場合（ただし，健康保険法１６５条及び同法施行令25 

５１条並びに健康保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条２項所



21 

 

定の場合を除く。以下同じ。）に，当該保険料等の納付等を行った者に対

して，いかなる要件，手続等に基づき当該保険料等の還付を行うべきか，

また，当該還付に当たり，保険料等に対して利息等を付すべきか否かに

ついて，健康保険法及び厚生年金保険法には，基本的な規定は設けられ

ておらず，保険料等の還付を受ける権利が２年を経過したときには時効5 

によって消滅する旨（健康保険法１９３条１項，厚生年金保険法９２条

１項）が規定されているにとどまる。 

そして，民法所定の不当利得の制度は，ある人の財産的利得が法律上

の原因ないし正当な理由を欠く場合に，法律が，公平の観念に基づいて，

受益者にその返還義務を負担させるものであるところ（最高裁昭和４５10 

年（オ）第５４０号同４９年９月２６日第一小法廷判決・民集２８巻６

号１２４３頁参照），この不当利得返還請求に関する一般法理は，適法

に納付又は徴収が行われた保険料等について，国が保有する正当な理由

がなくなった場合にも妥当するものと考えられるから，当該場合に関し

ては，民法所定の不当利得の規定が適用されるものと解するのが相当で15 

ある（なお，内閣総理大臣は，国民年金に係る過払保険料等を還付する

制度の有無や創設の必要性等に関する質問主意書に対し，平成２０年３

月２１日，「国民年金法及び厚生年金保険法（中略）において，法律上の

根拠なく受領していたことが判明した保険料についての取扱いについて

定めた規定は設けられていないが，このような保険料については民法上20 

の一般原則に基づき，不当利得として還付しているところであり，御指

摘のような特別な制度を設ける必要はないものと考える。」との答弁をし

ているところである（乙２の１・２）。）。 

以上の見地からは，当該場合に関して，公平の見地から悪意の受益者

に利息を付して返還する義務を負わせた民法７０４条前段の規定が適用25 

されることもまた当然のことであって，当該規定の適用のみが排除され
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るべき合理的な理由も見当たらない。 

(ｲ) これを本件についてみると，被告は，本件納入告知に基づき原告から

保険料等の納付を受けていたのであるから，当該納付を受けた保険料等

につき「法律上の原因」を有していたところ，前記前提事実⑷によれば，

本件改定に伴って平成２７年７月２２日に保険料等を減額更正する処分5 

がされたこと（本件旧処分）によって，当該納付を受けた保険料等のう

ち２６７万１６０６円（本件過納金）の限度で「法律上の原因」を失っ

たものと認められる。そして，事業管理課長は，同日，自ら本件旧処分

を行うとともに，原告に対し，２６７万１６０６円（本件過納金）を還

付するので請求書により請求されたい旨を通知している（前記前提事実10 

⑷）のであって，同日の時点で，２６７万１６０６円（本件過納金）に

つき「法律上の原因」を欠くことを知ったものであることも明らかであ

るから，被告は，同日の時点で，２６７万１６０６円（本件過納金）に

つき民法７０４条所定の「悪意の受益者」であったというべきである。 

そうすると，原告は，平成２７年７月２２日，被告に対し，民法７０15 

３条に基づく２６７万１６０６円（本件過納金）の不当利得返還請求権

を取得するとともに，民法７０４条前段に基づく２６７万１６０６円に

対する同日を起算日とする利息（民法４０４条所定の年５分の割合）の

請求権を取得するに至ったものと認められる。 

そして，被告は，平成２７年８月２６日，原告に対し，２６７万１６20 

０６円（本件過納金）を還付したから（前記前提事実⑸ウ），原告に対

し，２６７万１６０６円に対する同年７月２２日から同年８月２６日ま

での間の民法所定の年５分の割合による利息１万３１７５円（267 万 16

06 円×5％×36÷365＝1 万 3175 円。円未満切捨て。国等の債権債務等の

金額の端数計算に関する法律２条１項）の支払義務を負うこととなる。 25 

 イ 被告の主張に対する判断 
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(ｱ) 被告は，保険料等の還付は，保険料等の徴収手続という権力的な公法

的手続の過程において生じたものであること，保険料等の還付を受ける

権利は会計法３１条が適用されることからすれば，保険料等の還付の法

的性質は，公法上の不当利得たる性質を有するものと解され，私人間の

経済的利害の調整を目的とする民法上の不当利得の性質を有するもので5 

はない旨主張する。 

 確かに，保険料等の還付が，保険料等の徴収手続という権力的な公法

的手続の過程において生じたという側面を有することは否定できないも

のの，そのような側面があるからといって，適法に納付又は徴収が行わ

れた保険料等について，国が保有する正当な理由がなくなった場合に関10 

して，当然に民法所定の不当利得の規定の適用を否定すべきものとはな

らないというべきである。もちろん，当該場合に関して，保険料等に関

して定めた関係法令中で，民法所定の不当利得の規定とは別個の規定が

されているときや，当該規定を適用することが，当該関係法令に照らし

て不合理であるときには，当該規定の適用は許されないものと考えられ15 

る（例えば，保険料等の還付を受ける権利が２年を経過したときには時

効によって消滅する旨の規定（健康保険法１９３条１項，厚生年金保険

法９２条１項）は，保険料等の還付を受ける権利に関しては，時効期間

に関する民法の規定を排除する趣旨であることが明確であるから，当該

規定を適用することは許されない。）ものの，このような事情が見当たら20 

ないことは，前記ア(ｱ)において検討したところから明らかである。 

 したがって，被告の前記主張は採用することができない。 

(ｲ) また，被告は，①保険料の前納について定める健康保険法１６５条に

は，前納した保険料の還付に当たって利息を付する旨の規定がなく，同

法施行令５１条１項は，前納に係る期間の経過前において任意継続被保25 

険者がその資格を喪失した場合，前納した保険料のうち未経過期間に係
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るものを還付する旨規定し，その還付額を定める同条２項は，利息につ

いて何ら規定していないことや，②健康保険法１６４条２項及び厚生年

金保険法８３条２項が，過誤納保険料の元本のみを充当する規定となっ

ていることなどから，健康保険法及び厚生年金保険法上，保険料の還付

に当たって利息を付することは想定されていない旨主張する。 5 

   しかしながら，①健康保険法施行令５１条１項は，前納に係る期間の

経過前において任意継続被保険者がその資格を喪失した場合，その者又

は相続人の請求に基づき，前納した保険料のうち未経過期間に係るもの

を還付する旨規定し，同条２項は，この還付額は，任意継続被保険者の

資格を喪失した時において当該未経過期間につき保険料を前納するもの10 

とした場合におけるその前納すべき額に相当額とする旨規定し， ②健康

保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条２項も，当該各条項所定

の場合につき，過誤納保険料の元本のみを充当する規定となっているも

のの，これらの各規定が存することをもって，健康保険法及び同法施行

令並びに厚生年金保険法が，適法に納付又は徴収が行われた保険料等に15 

ついて，国が保有する正当な理由がなくなった場合一般に関して，保険

料等の還付に当たって利息を付することを想定していないものと解する

ことはできず，むしろ，当該各条項所定の場合に関して明文で利息を付

さない旨の規定を置かなかったならば，民法７０４条前段に基づき「悪

意の受益者」として利息を支払わなければならない結果となるからこそ，20 

利息を付さない旨の規定を設けたものとも考えられるところである。 

   したがって，被告の前記主張は採用することができない。 

 (ｳ) そして，被告は，仮に，民法の不当利得に関する規定が適用されると

しても，原告は，約１０年間にわたって報酬月額変更届の提出義務を怠

り，変更前の報酬月額を前提とした保険料等を一部納付したり，債務を25 

承認したりしていたものであるから，民法７０５条の類推適用又は権利
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の濫用により，原告が利息の支払を求めることは許されない旨主張する。 

   しかしながら，前記アのとおり，利息の始期は本件旧処分の効果とし

て本件過納金が発生した日である平成２７年７月２２日であるから，被

告の主張する事情をもって民法７０５条の類推適用や権利の濫用が基礎

付けられることはないというべきである。 5 

    したがって，被告の前記主張は採用することができない。 

 (ｴ) さらに，被告は，仮に，保険料等の還付について民法７０４条が適用

されるとしても，本件過納金は原告が報酬月額変更届の提出義務を怠っ

たことを原因として生じたものであり，被告は原告の誤った行為を解消

するための負担を一方的に負うものであることなどからすると，本件通10 

知は，信義則上，弁済の提供（民法４９３条ただし書）に当たるという

べきであるから，本件通知の後は法定利息が発生していない旨主張する。 

   しかしながら，そもそも，本件過納金の還付義務は持参債務であり（民

法４８４条），債権者である原告においてその受領を拒んでいたとか，

還付について原告の行為を要する（なお，原告による振込口座の指定が15 

これに該当しないことは明らかである。）などという事情はうかがわれ

ないから，いわゆる口頭の提供（同法４９３条ただし書）をもって有効

な弁済の提供ということはできない。また，仮に口頭の提供で足りると

解したとしても，前記前提事実⑷のとおり，本件通知は，請求書を作成

して本件過納金の還付を請求するよう促すものにすぎないし，同⑸のと20 

おり，原告が平成２７年７月３０日に本件過納金の還付を請求したのに

対して，還付がされたのは約１箇月後の同年８月２６日であるから，本

件通知が弁済の準備をした上でされたものとは認められず，本件通知は

口頭の提供に当たらないことは明らかである。 

したがって，被告の前記主張は採用することができない。   25 

６ 争点⑺（本件職員の原告に対する違法行為の有無及びこれに関する被告の国
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家賠償法上の責任の有無）について 

   原告は，本件職員が，平成２７年７月３０日，原告に対して，本件過納金を

還付する条件として本件誓約書を書くように強要したとして，被告は，前記の

本件職員の違法行為につき，国家賠償法１条１項に基づく損害賠償責任を負う

と主張する。 5 

   しかしながら，本件職員が原告に対して本件誓約書を書くように強要した事

実を認めるに足りる客観的かつ的確な証拠はない。 

   したがって，原告の前記主張は採用することができない。 

 ７ 争点⑻（原告が年金事務所に領収証書をファックス送信するのに要した費用

について民法４８５条ただし書が適用されるか否か）について 10 

原告は，吹田年金事務所の職員から，未納保険料等を納付したときにはその

領収証書をファックスで連絡するよう指示を受け，５年間にわたり毎月１回こ

れを行ってきたとして，これに要した費用合計１２万円は民法４８５条所定の

「弁済の費用」に当たる旨主張して，同条ただし書に基づき，当該費用の支払

を請求する。 15 

しかし，保険料等の領収証書を年金事務所にファックス送信することが保険

料等の納付のために必要な行為であるとはいえないから，前記費用が民法４８

５条所定の「弁済の費用」に当たるとはいえない。 

したがって，原告の前記主張は採用することができない。 

 ８ 争点⑼（過納保険料等を遡ってその納付された日の翌日から６箇月以内の期20 

日に納付されるべき保険料等に充当しなかった事業管理課長の措置が違法か否

か）について 

  ⑴ 原告は，健康保険法１６４条２項等によれば，事業管理課長は，遡って過

納保険料等が発生した場合，これを当該過納保険料等が納付された日の翌日

から６箇月以内の期日に納付されるべき保険料等に充当すべきであるのに，25 

これと異なる充当処理を行ったものであり，この処理は違法であると主張す
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る。 

   しかしながら，健康保険法１６４条２項及び厚生年金保険法８３条２項（後

者の規定は，児童手当法２２条１項及び子ども・子育て支援法７１条１項に

より児童手当拠出金について準用される。）は，保険者等（本件においては

厚生労働大臣）は，納入の告知をした保険料額が当該納付義務者が納付すべ5 

き保険料額を超えていることを知ったとき，又は納付した保険料額が当該納

付義務者が納付すべき保険料額を超えていることを知ったときは，その超え

ている部分に関する納入の告知又は納付を，その納入の告知又は納付の日の

翌日から６箇月以内の期日に納付されるべき保険料について納期を繰り上げ

てしたものとみなすことができる旨を規定している。これは，保険者等の事10 

務上の便宜のために相殺に類する特別の措置を認める規定であり，前記各規

定の要件を満たすからといって保険者等がこの措置を講ずべき義務を負うも

のではないと解される。 

したがって，前記各規定の適用をいう原告の主張は，前提を欠き，採用す

ることができない。 15 

  ⑵ なお，本件においては，平成１８年度から平成２６年度までの長期間にお

ける標準報酬月額が本件改定により遡って減額されたものであるが，これに

よって，本件改定がされる前の標準報酬月額を基に算出された保険料等の納

付が当然に無効となるものではなく（この点において，金銭消費貸借取引の

借主が利息制限法所定の制限利率により計算した金額を超えて利息を支払っ20 

た場合，その超過部分が当然に元本に充当されたり過払金となったりするの

とは異なる。），事業管理課長が，本件旧処分において保険料等の額を遡って

減額したことによって初めて，本件旧処分の効果として，対象となった期間

の保険料等が減額され，これによって初めて過納保険料等が発生したもので

ある。 25 

原告の前記⑴の主張は，遡って過納保険料等が発生した場合，これを当該
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過納保険料等が納付された日の後に納期が到来する保険料等に遡って充当す

べきであるという趣旨のものであるから，本件改定がされる前の標準報酬月

額を基に算出された保険料等の納付が，本件旧処分によって過納となったこ

とによって当然に無効となったと解するのと同様に帰するものであって，こ

の点からも採用することができない。 5 

第４ 結論 

 よって，甲事件の訴えのうち，本件義務付けの訴え①・②に係る部分及び本

件確認の訴えに係る部分はいずれも不適法であるから却下し，甲事件に係る原

告の民法７０４条前段に基づく利息請求は１万３１７５円の支払を求める限度

で理由があるからこれを認容し，甲事件に係る原告のその余の請求並びに乙事10 

件及び丙事件に係る原告の請求はいずれも理由がないからこれを棄却し，仮執

行宣言については，相当でないからこれを付さないこととして，主文のとおり

判決する。 
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別紙 

関係法令の定め 

 

１ 健康保険法 

⑴ 健康保険（３条２項に規定する日雇特例被保険者の保険を除く。）の保険者5 

は，全国健康保険協会（以下「協会」という。）及び健康保険組合である（４

条）。協会は，健康保険組合の組合員でない被保険者の保険を管掌する（５条

１項）。 

被保険者とは，３条３項に規定する適用事業所（同項１号チは，物の販売又

は配給の事業の事業所であって，常時５人以上の従業員を使用するものが適用10 

事業所に当たる旨を規定する。）に使用される者等をいう（同条１項本文）。 

⑵ 保険者等（被保険者が協会が管掌する健康保険の被保険者である場合にあっ

ては厚生労働大臣。３９条１項。以下同じ。）は，健康保険事業に要する費用

に充てるため，保険料を徴収する（１５５条１項）。被保険者及び被保険者を

使用する事業主は，それぞれ保険料額の２分の１を負担し（３条４項に規定す15 

る任意継続被保険者を除く。１６１条１項），事業主は，その使用する被保険

者及び自己の負担する保険料を納付する義務を負う（同条２項）。 

協会が管掌する健康保険の保険料の徴収（任意継続被保険者に係るものを除

く。）及びこれに附帯する業務は，厚生労働大臣が行う（５条２項）。 

⑶ 保険者等は，被保険者が毎年７月１日現に使用される事業所において，原則20 

として同日前３月間に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額を報

酬月額として，これに基づき，４０条所定の等級区分によって標準報酬月額を

決定する（４１条１項）。この標準報酬月額は，その年の９月から翌年の８月

までの各月の標準報酬月額とする（同条２項）。 

保険者等は，被保険者が現に使用される事業所において継続した３月間（各25 

月とも，報酬支払の基礎となった日数が，１７日以上でなければならない。）
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に受けた報酬の総額を３で除して得た額が，その者の標準報酬月額の基礎とな

った報酬月額に比べて，著しく高低を生じた場合において，必要があると認め

るときは，その額を報酬月額として，その著しく高低を生じた月の翌月から，

標準報酬月額を改定することができる（４３条１項）。この規定によって改定

された標準報酬月額は，その年の８月（７月から１２月までのいずれかの月か5 

ら改定されたものについては，翌年の８月）までの各月の標準報酬月額とする

（同条２項）。 

４１条１項及び４３条１項等の規定による標準報酬月額の決定又は改定につ

いての厚生労働大臣の権限に係る事務は，機構に行わせる（２０４条１項５号）。 

被保険者に関する保険料額は，各月につき，被保険者の標準報酬月額等に一10 

定の保険料率を乗じて得た額とする（１５６条１項，１６０条）。 

⑷ 被保険者に関する毎月の保険料額は，翌月末日までに納付しなければならな

い（３条４項に規定する任意継続被保険者を除く。１６４条１項）。 

保険料を滞納する者があるときは，保険者等は，期限を指定して，これを督

促しなければならない（１７２条の規定により納期前に保険料を全て徴収する15 

場合を除く。１８０条１項）。この督促をしたときは，保険者等は，徴収金額

に，納期限の翌日から保険料完納又は財産差押えの日の前日までの期間の日数

に応じ，当該納期限の翌日から３月を経過するまでの期間については年７．３％，

それより後の期間については年１４．６％の各割合を乗じて計算した延滞金を

徴収する（ただし，一部の例外を除く。１８１条１項）。 20 

⑸ 保険者等は，被保険者に関する保険料の納入の告知をした後に告知をした保

険料額が当該納付義務者の納付すべき保険料額を超えていることを知ったとき，

又は納付した被保険者に関する保険料額が当該納付義務者の納付すべき保険料

額を超えていることを知ったときは，その超えている部分に関する納入の告知

又は納付を，その告知又は納付の日の翌日から６月以内の期日に納付されるべ25 

き保険料について納期を繰り上げてしたものとみなすことができる（１６４条
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２項）。 

⑹ 保険料等は，健康保険法に別段の規定があるものを除き，国税徴収の例によ

り徴収する（１８３条）。 

２ 厚生年金保険法（平成２４年法律第６３号による改正前のもの。以下同じ。） 

⑴ 厚生年金保険は，政府が管掌し（２条），政府が管掌する厚生年金保険事業5 

に関することは，厚生労働省が所掌する（厚生労働省設置法４条１項９８号）。 

６条１項に規定する適用事業所（同項１号チは，物の販売又は配給の事業の

事業所であって，常時５人以上の従業員を使用するものが適用事業所に当たる

旨を規定する。）に使用される７０歳未満の者は，厚生年金保険の被保険者と

される（９条）。 10 

⑵ 政府は，厚生年金保険事業に要する費用に充てるため，保険料を徴収する（８

１条１項）。被保険者及び被保険者を使用する事業主は，それぞれ保険料の半

額を負担し（８２条１項），事業主は，その使用する被保険者及び自己の負担

する保険料を納付する義務を負う（同条２項）。 

⑶ 厚生労働大臣は，被保険者が毎年７月１日現に使用される事業所において，15 

原則として同日前３月間に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額

を報酬月額として，これに基づき，２０条所定の等級区分によって標準報酬月

額を決定する（２１条１項）。この標準報酬月額は，その年の９月から翌年の

８月までの各月の標準報酬月額とする（同条２項）。 

厚生労働大臣は，被保険者が現に使用される事業所において継続した３月間20 

（各月とも，報酬支払の基礎となった日数が，１７日以上でなければならない。）

に受けた報酬の総額を３で除して得た額が，その者の標準報酬月額の基礎とな

った報酬月額に比べて，著しく高低を生じた場合において，必要があると認め

るときは，その額を報酬月額として，その著しく高低を生じた月の翌月から，

標準報酬月額を改定することができる（２３条１項）。この規定によって改定25 

された標準報酬月額は，その年の８月（７月から１２月までのいずれかの月か
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ら改定されたものについては，翌年の８月）までの各月の標準報酬月額とする

（同条２項）。 

２１条１項及び２３条１項等の規定による標準報酬月額の決定又は改定につ

いての厚生労働大臣の権限に係る事務は，機構に行わせる（１００条の４第１

項４号）。 5 

保険料は，被保険者期間の計算の基礎となる各月につき，徴収するものとし

（８１条２項），保険料額は，標準報酬月額等に保険料率を乗じて得た額とす

る（同条３項，４項）。 

⑷ 毎月の保険料は，翌月末日までに納付しなければならない（８３条１項）。 

保険料を滞納する者があるときは，厚生労働大臣は，期限を指定して，これ10 

を督促しなければならない（８５条の規定により納期前に保険料を全て徴収す

る場合を除く。８６条１項）。この督促をしたときは，厚生労働大臣は，保険

料額に，納期限の翌日から保険料完納又は財産差押えの日の前日までの期間の

日数に応じ，当該納期限の翌日から３月を経過するまでの期間については年７．

３％，それより後の期間については年１４．６％の各割合を乗じて計算した延15 

滞金を徴収する（ただし，一部の例外を除く。８７条１項）。 

⑸ 厚生労働大臣は，納入の告知をした保険料額が当該納付義務者が納付すべき

保険料額を超えていることを知ったとき，又は納付した保険料額が当該納付義

務者が納付すべき保険料額を超えていることを知ったときは，その超えている

部分に関する納入の告知又は納付を，その納入の告知又は納付の日の翌日から20 

６箇月以内の期日に納付されるべき保険料について納期を繰り上げてしたもの

とみなすことができる（８３条２項）。 

⑹ 保険料その他厚生年金保険法の規定による徴収金は，同法に別段の規定があ

るものを除き，国税徴収の例により徴収する（８９条）。 

３ 児童手当法（平成２４年法律第６７号による改正前のもの。以下同じ。） 25 

⑴ 児童手当は，１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童
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又は同児童を含む２人以上の児童を監護し，かつ，これと生計を同じくするそ

の父又は母であって，日本国内に住所を有するもの等に支給する（４条１項）。 

児童手当は，月を単位として支給するものとし，その額は，１月につき，所

定の児童手当区の区分に応じて定める額とする（６条１項）。 

⑵ 被用者（厚生年金保険法８２条１項（前記２⑵）に規定する事業主等が保険5 

料等を負担等する義務を負う被保険者等をいう。以下同じ。）に対する児童手

当の支給に要する費用（３歳に満たない児童に係る児童手当の額に係る部分に

限る。）は，その１５分の７に相当する額を２０条１項（後記⑶）に規定する

拠出金をもって充て，その余を国庫，都道府県及び市町村がそれぞれ負担する

（１８条１項）。 10 

⑶ 政府は，被用者に対する児童手当の支給に要する費用（３歳に満たない児童

に係る児童手当の額に係る部分に限る。）等に充てるため，厚生年金保険法８

２条１項（前記２⑵）に規定する事業主等から，拠出金を徴収し，前記事業主

等は拠出金を納付する義務を負う（２０条）。 

⑷ 拠出金の額は，厚生年金保険法に基づく保険料の計算の基礎となる標準報酬15 

月額等に所定の拠出金率を乗じて得た額の総額とする（２１条）。 

⑸ 拠出金その他児童手当法の規定による徴収金の徴収については，厚生年金保

険の保険料その他の徴収金の徴収の例による（２２条１項）。 

４ 子ども・子育て支援法 

⑴ 子ども・子育て支援給付は，子どものための現金給付及び子供のための教育・20 

保険給付とし（８条），子どものための現金給付は，児童手当法に規定する児

童手当の支給とする（９条）。 

子どものための現金給付については，別段の定めがあるものを除き，児童手

当法の定めるところによる（１０条）。 

⑵ 政府は，児童手当の支給に要する費用等に充てるため，厚生年金保険法８２25 

条１項に規定する事業主から，拠出金を徴収する（６９条１項）。 
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拠出金の額は，厚生年金保険法に基づく保険料の計算の基礎となる標準報酬

月額等に拠出金率を乗じて得た額の総額とする（７０条１項）。 

⑶ 拠出金の徴収については，厚生年金保険の保険料その他の徴収金の徴収の例

による（７１条１項）。 


